














































































１審（東京地裁平成 29年 11月 14日平 28（ワ）660号）2）は、被告Eについて、
履行補助者Ｄが本件印鑑証明書の真否を自ら調査確認する義務を怠ったこと
などを理由として、Eに対する請求を全部認容する一方（Ｅの責任に関する




























3）　民集 74 巻３号 206 頁以下、判時 2392 号 11 頁、金商 1603 号 21 頁。本件原審の






































































































































































のに、東京地判昭和 52年７月 12日判タ 365 号 296 頁、大阪高判昭 54・９・
26 訟月 26 巻１号 54 頁、判タ 400 号 166 頁、岐阜地判昭和 56・11・20（判




その後、大阪地判昭 61・１・27（判時 1208 号 96頁、判タ 612号 59）7）が、
5）　七戸・前掲（４）57 頁
6）　山崎敏彦・山野目章夫・斎藤隆夫・井上繁規・加藤新太郎〔司会〕「〔座談会〕




高判昭 47・12・21 判タ 292 号 258 頁および同事案の上告審、最判昭和 50・11・28























8）　東京地判昭和 61・10・31（判時 1246 号 21 頁・金判 770 号 17 頁、東京地判平成２・３・
23（判時示 1371 号 113 頁・判タ 748 号 211 頁）、大阪地判平成９・９・17（判時
1652 号 104 頁・判タ 974 号 140 頁）、千葉地判平成９・10・27（判時 1658 号 136 頁）、
広島高判平成 15・10・31（裁判所ウェブサイト、LEX/DB 文献番号 280090550）、
東京地判平成 16・８・６（判タ 1196 号 120 頁）、東京地判平 16・９・６（判タ





する裁判例も存在していた。（東京地判昭和 63・９・30（司法の窓 72号 126
頁、東京地判平成３・２・28（金判 881号 35頁、浦和地判平成４・11・27（訟
月 39巻８号 1441 頁）。

















た事案に関しては、まず、大阪地判平成９年９月 17日（判時 1652 号 104 頁・




















度 13）のもとで争われたのが、東京地判平 20・11・27（判時 2057 号 107 頁、









































14）　東京地判平 24・12・18（判タ 1408 号 358 頁）も、同様に高度の注意義務を認定し、
司法書士の責任を認容した。
15）　東京地判平 26・４・14（判時 2234 号 69 頁）、東京地判平 27・11・10（判時
2308 号 90 頁）、東京地判平 29・12・４（判時 2402 号 39 頁）、東京高判平 29・







































⑤東京高判令和元・５・30（判時 2440 号 19頁）・東京地判平成 30・９・13（判











































































本判決の評釈・解説として、土井文美・ジュリ 1554 号 75頁、手嶋豊・論究ジュリ 
34号 151頁、加藤新太郎・NBL 1171 号 89頁・NBL 1169 号 109 頁、村田大樹・法
教 478 号 137 頁、武川幸嗣・新判例解説Watch 民法（財産法）No .201（文献番号
218817009-00・032011968）がある。　
